
議案第25号 

令和４年度北上市一般会計補正予算（第５号） 

令和４年度北上市の一般会計補正予算（第５号）は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ５８７，３７１千円を追加し、歳入

歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ４４，００３，５６６千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳

出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 （継続費の補正） 

第２条 継続費の変更は、「第２表 継続費補正」による。 

（繰越明許費の補正） 

第３条 繰越明許費の追加は、「第３表 繰越明許費補正」による。 

（地方債の補正） 

第４条 地方債の変更は、「第４表 地方債補正」による。 

  令和４年７月22日提出 

北上市長 髙 橋 敏 彦 
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変　更

総　　額 年　　度 年　割　額 総　　額

千円 千円 千円 

令和３年度 2,782

令和４年度 6,782

８　土木費 ４ 都市計画費 住居表示整備事業 9,564 13,137

令和４年度 10,355

千円 

令和３年度 2,782

款 項 事　　　業　　　名
補正前 補正後

年　　度 年　割　額

第　 ２　 表　　　継　　続　　費　　補　　正　　
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追　加

千円
子育て世帯臨時特別支援金給付事
業

760

第　３　表　　繰　越　明　許　費　補　正

款 項 事　　業　　名  金　　額 

 ３ 民生費 　２　児童福祉費
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変　更
補　　　　　正　　　　　前 補　　　　　正　　　　　後

起 債 の 目 的 限 度 額 起債の方法 利　率 償  還  の  方  法 限 度 額 起債の方法 利　率 償  還  の  方  法

千円 千円

体育施設整備事業 527,800 普通貸借又   2.0％以内 　 政府資金について 530,500 普通貸借又   2.0％以内 　 政府資金について

は証券発行 （ただし、利  は、その融資条件に は証券発行 （ただし、利  は、その融資条件に

率見直し方式  より借り入れる。 率見直し方式  より借り入れる。

で借り入れる 　 銀行、その他の場 で借り入れる 　 銀行、その他の場

政府資金及び  合は、その融資先と 政府資金及び  合は、その融資先と

地方公共団体  協定する。ただし、 地方公共団体  協定する。ただし、

金融機構資金  市財政の都合により 金融機構資金  市財政の都合により

について、利  据置期間及び償還期 について、利  据置期間及び償還期

率の見直しを  限を短縮し、若しく 率の見直しを  限を短縮し、若しく

行った後にお  は繰上償還又は低利 行った後にお  は繰上償還又は低利

いては、当該  に借換えすることが いては、当該  に借換えすることが

見直し後の利  できる。 見直し後の利  できる。 

率） 率）

計 527,800 530,500

第　４　表　　地　方　債　補　正
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 １　一般職

 (1)　総括 (  )内は短時間勤務職員等

の 内 訳

41,191 606,592 367,621 37,279 665補正前

比　較 805

4,315 191,722

補正後 41,191 607,397 367,621 37,279 665

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

管理職特勤手当区　分 管理職手当 期末手当 勤勉手当 寒冷地手当 地域手当 単身赴任手当

比　較 868 160

職員手当

補正前

補正後 52,446 54,900 46,691 4,315 191,882

52,446 54,900 45,823

(千円) (千円) (千円)

2,789 15,352

補正前 (359) 1,402,783 4,294,793371,404 2,520,606 856,207

区　分 扶養手当 住居手当 通勤手当 特殊勤務手当 時間外勤務手当

比　較 1,044 9,686 1,833 12,563(3)

858,996

5,151,000

9

5,166,352

732

給　　　　　与　　　　　費

区　分 職員数 共済費 合　　計 備　　考報　　酬 給　　料 職員手当 計

補正後 (362) 372,448 1,404,616 4,307,3562,530,292

(人) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

741

休日勤務手当

(千円)

229

229

宿日直手当

(千円) (千円) (千円)

給　　　　　与　　　　　費　　　　　明　　　　　細　　　　　書
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　　ア　会計年度任用職員以外の職員 (  )内は短時間勤務職員

　　イ　会計年度任用職員 (  )内はパートタイム会計年度任用職員

の 内 訳

の 内 訳

(千円) (千円) (千円) (千円)

371,404 178,961 107,839

区　分 通勤手当 特殊勤務手当 時間外勤務手当 宿日直手当

84

805

95,429

96,234

(千円)

期末手当

比　較 868

職員手当

(千円)

1,097 4,764

(3)

100,333 770,940

比　較 1,044 9,686 1,673 12,403

97,544 755,748

9

補正前 (339)

2,789 15,192

658,204

(千円) (千円)

93

計

(人) (千円) (千円) (千円) (千円)

補正後 (342) 372,448 188,647 109,512 670,607

給　　　　　与　　　　　費

区　分 職員数 共済費 合　　計 備　　考

比　較

報　　酬 給　　料 職員手当

補正前 41,191 511,163 367,621 37,279 665

補正後 41,191 511,163 367,621 37,279 665

管理職特勤手当

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

区　分 管理職手当 期末手当 勤勉手当 寒冷地手当 地域手当 単身赴任手当

比　較 160

職員手当

補正前 52,446 54,900 39,484 3,218 186,958

補正後 52,446 54,900 39,484 3,218 187,118

区　分 扶養手当 住居手当 通勤手当 特殊勤務手当 時間外勤務手当 宿日直手当

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

比　較 160 160

758,663 4,395,252補正前 (20) 2,341,645 1,294,944 3,636,589

160

補正後 (20) 2,341,645 1,295,104 3,636,749

(千円) (千円)

648

758,663 4,395,412

(千円) (千円)

区　分 職員数 共済費 合　　計 備　　考

648

給　　　　　与　　　　　費

報　　酬 給　　料 職員手当 計

(人) (千円) (千円)

休日勤務手当

(千円)

19

19

休日勤務手当

210

210補正前 6,339

補正後 7,207 1,097 4,764
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 (2)　給料及び職員手当の増減額の明細

その他の増減分  1 その他の増分

千円

その他の増減分  1 その他の増分

千円

給　　料 9,686 9,686

9,686

1,833職員手当 1,833

1,833

増減額 増減事由別内訳
説　　　明 備　　　　　考

区　分 (千円) (千円)
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前　前 前年度 当該年 当  該 翌年度 継続費

年度末 末まで 年度末 以　降 の総額

までの の支出 度支出 までの 支　出 に　対

支出額 (見込) 支　出 予定額 す　る

  額 予定額 予定額 進捗率
千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 ％

８ ４ 3 2,782 0 0 0 2,782 0 141 2,641 2,782 0 21

土木費 都市計画 住居表示整

費 備事業 4 10,355 0 0 0 10,355 0 0 10,355 10,355 0 79

計 13,137 0 0 0 13,137 0 141 12,996 13,137 0 100

国　県
支出金

地方債 その他

継続費についての前前年度末までの支出額、前年度末までの支出額又は支出額
の見込み及び当該年度以降の支出予定額並びに事業の進行状況等に関する調書

款 項 事業名

全　　　　　体　　　　　計　　　　画

年
　
度

年割額

左　の　財　源　内　訳

特　　定　　財　　源
一  般
財  源
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（単位：千円）

前前年度末 前年度末 当該年度末

区　　　　分 当該年度中 当該年度中
現　在　高 現在高見込額

起債見込額 元金償還見込額
現在高見込額

１  普通債 20,218,852 25,943,240 5,320,900 1,699,058 29,565,082

 (1)　総　務 657,111 1,024,380 321,900 62,296 1,283,984

 (2)　民　生 132,929 194,336 251,800 7,710 438,426

 (3)　衛　生 2,014,372 1,995,551 66,200 81,827 1,979,924

 (4)　労　働 17,690 15,432 4,000 5,241 14,191

 (5)　農　林 745,185 678,942 15,400 72,803 621,539

 (6)　商　工 240,706 239,450 23,800 17,596 245,654

 (7)　土　木 10,664,852 11,018,337 1,208,400 975,452 11,251,285

 (8)　消　防 247,454 297,073 64,700 24,362 337,411

 (9)　教　育 4,521,525 9,070,990 2,612,300 341,615 11,341,675

 (10) 辺　地 977,028 1,408,749 752,400 110,156 2,050,993

２  災害復旧債 48,558 42,051 8,604 33,447

 (1)　補助災害 27,796 23,936 6,682 17,254

 (2)　単独災害 20,762 18,115 1,922 16,193

３  その他 20,907,766 20,445,437 583,100 1,774,688 19,253,849

 (1)　転貸債 194,292 138,780 55,512 83,268

 (2)　減税補填債等 236,310 188,306 38,986 149,320

 (3)　臨時財政対策債 14,699,809 14,576,999 464,000 1,349,728 13,691,271

 (4)　第三セクター等改革推進債 3,360,000 3,106,667 168,000 2,938,667

 (5)　出資債 2,324,889 2,355,629 119,100 149,050 2,325,679

 (6)  県貸付金 92,466 79,056 13,412 65,644

計 41,175,176 46,430,728 5,904,000 3,482,350 48,852,378

地方債の前前年度末における現在高並びに前年度末及び

当該年度末における現在高の見込みに関する調書

当該年度中増減見込み

注　当該年度中起債見込額には、令和３年度逓次繰越額20,400千円（土木）、1,628,900千円（教育）、令和３年度繰越明許費
繰越額61,400千円（総務）、9,200千円（民生）、248,500千円（土木）、10,500千円（消防）、47,700千円（教育）、107,600
千円（辺地）を加算している。
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